
役人生活 ３ ０ 年 、 天下 り ５ 回 

        ２ ０ １ １ ． ９ ． ２ １  松本邦宏 

 

①昭和 ４ ７ 年  北海道庁生活環境部消費生活課長 

 

環境庁の発足 ( 昭和 46年 7 月 ) 北海道生活環境部の発足 （ 昭和 ４ ７ 年 ４ 月 ）  

灯油問題懇談会の創設 （ 昭和 ４ ８ 年 ５ 月 、 今 も 存続）、エネ庁の灯油卸売価格の凍

結指導を受けた小売価格の凍結指導を実施 、  

オ イ ルシ ョ ッ ク （ 第 4 次中東戦争勃発 、 昭和 48年 10月 6 日）、 

狂乱物価を受けて 、 道民生活安定条例の制定 （ 昭和 49年 、 現北海道消費生活条

例）、    

 

②昭和 ５ ０ 年  労働省労働基準局安全衛生部計画課補佐 

 

塩ビ モ ノ マー （ 肝血管肉腫）、六価 ク ロ ム （ 鼻中隔穿孔 ） な ど の発がん性化学物資対

策 と し て 、 化学物質調査制度の創設 （ 新規使用化学物質については 、 変異原性検査

を し た上での届出を義務付け）、 

 

③昭和 54年  科学技術庁原子力安全局放射線安全課長 

 



ス リ ーマ イ ル島原発事故 （ 昭和 54年 3 月 28日）、 

某病院での イ リ ジ ウ ム紛失事件 、 某非破壊検査株式会社での労働者被爆事故な ど

数々の事件の解決処理にあ た る 、  

放射線は他の化学物質に比べ コ ン ト ロ ールが し やすい 、 放射線については正 し く 知

っ た上で怖が る こ と が必要 、 無闇に怖が る と 風評被害を生む  

ア イ ソ ト ープ廃棄物は全て ア イ ソ ト ープ協会が一手に処理 し 、 岩手県滝沢村に送っ

てい る 。  

放射線事故 と 建設業の死亡事故の対比 、  

建設業死亡災害  平成 ２ ２ 年 ３ ６ ５ 人 、 昭和 ５ ４ 年 １ ４ ０ ４ 人 、 昭和 ３ ６ 年 ２ ６

５ ２ 人 、  

 

④昭和 ６ ０ 年  労働省労働基準局労災管理課長 

 

労災年金問題 （ 昭和 40年年金化）、年金上下限額の適正化 、  

 

⑤昭和 58年 , 労働省労働基準局安全衛生部計画課長 、 昭和 62年 、 安全衛生部長 

 

メ ン タ ルヘル ス 対策 、 労働安全衛生法の改正 （ 健康保持増進のための措置 ） 心 と 体

の健康作 り ( ﾄ ｰ ﾀ ﾙ ﾍ ﾙ ｽ ﾌ ﾟ ﾗ ﾝ ) 運動を創設 

 



⑥平成 ３ 年  労働省職業能力開発局長 、 平成 １ ９ 年  （ 株 ） 国際研修サービ ス )  

 

技能研修 、 実習制度の実施準備 、 国際研修協力機構の認可 

 

⑦昭和 ５ ６ 年労働福祉事業団総務課長 、 平成 ４ 年  労働福祉事業団理事 

 

職業 と 疾病 と の因果関係の解明 、 そのための職歴調査 と 医療カルテの電子化に取 り

組む 

 

⑧平成 １ ７ 年  労働関係法人厚生年金基金理事長 

 

厚生年金の仕組みについて各人が勉強す る こ と が必要 、 社会保険事務所を一度は訪

問す る こ と  

基礎年金の繰 り 下げ可能 （ 1 月に付 き 、 ０ ． ７ ％増）、 し か し 、 請求 し なければ も ら

え ない 、 ８ ２ 才 ま で生 き ない と 元は取れない  

離婚 し た場合の扱い （ 結婚 し ていた期間の厚生年金の半分 ）  

遺族年金 （ 原則 ４ 分の ３ 、 実際はそれ以下 ）  

 

 

 



労働省退職後の主な経歴 

 労働福祉事業団 （ 現労働者健康福祉機構 ） 理事 

 Ａ Ｖ Ｃ Ｃ （ 高度映像情報セ ン タ ー ） 副理事長 

 全国仮設安全事業協同組合専務理事 

 労働関係法人厚生年金基金理事長 

 （ 株 ） 国際研修サービ ス 社長 

手がけた法令等 

 道民生活安定条例の制定 

 労働安全衛生法の改正 （ 2 回 ）  

 放射線障害防止法の改正 

労働者災害補償保険法の改正 

中小企業退職年金共済法の改正 

職業能力開発促進法の改正 


